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はじめに
幕末に締結された通商条約により横浜をはじめとした５つの開港場と
東京・大阪の開市が定められ、そうした地に外国人居留地が設置された。
こうして、日本を代表する開港場横浜には多くの外国人が居住していく
ことになり、外国人社会も形成され、それにともなう独特の文化も展開
していった。その後、条約改正によって1899年に居留地制度が撤廃され
たが、旧開港場都市への外国人居住状況は大きく変わることはなく、関
東大震災に至るまでの間、横浜は日本最大の外国人居住地であり続けた。
こうした日本に在留する外国人の動向は、『日本帝国統計年鑑』や『神
奈川県統計書』、『横浜市統計書』といった府県市レベルの各種統計書に
掲載されている数値データによって、その概況をおさえていくことがで
きる（1）。しかし、上記の統計書における記載データの不連続性、数値の
信憑性などの問題をひとまずおくとしても、そこから得られる情報内容
（総数、男女別数、戸数、国籍別数など）では、横浜などで形成・展開さ
れていった外国人社会の具体的な姿を把握していくためには大きな限界
がある。
日本の代表的開港場として展開してきた都市横浜の近代史を検討して
いくに際しては、そこで形成・展開されてきた在留外国人社会の実相を
明らかにしていくことも欠かせない作業となろう。しかし、そのために
は、全般的な統計データに止まらない、在留外国人の個別の情報にまで
立ち至った記録データを求めていくことが必要となる（2）。
以上の点をふまえ、本稿では、第一次大戦期末における横浜在留ドイ
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ツ人を中心とした調査記録を紹介していくこととしたい。
１．史料について
本稿で紹介する史料は、「大正七年四月　神奈川県　敵国人竝敵国人ト
看做サルベキ者調査表」（外務省記録「外国人ノ身分並挙動取調一件　
別冊神奈川県庁調査敵国人名簿」4.3.1.19-1所収）である。この「調査
表」は、「本年四月十日現在管内居住敵国人別冊ノ通ニ有之」（1918年4月
20日付神奈川県知事有吉忠一より外務大臣後藤新平・農商務大臣仲小路
廉宛、神高第一秘号外「敵国人名簿ニ関スル件」）として、神奈川県より
外務省へ通知されてきたものである。
第一次大戦によって、ドイツ人、オーストリア人、トルコ人が日本に
とって「敵国人」となった。敵国民間人の強制退去ないしは抑留措置が
おこなわれた第二次大戦期と異なり、第一次大戦期にはそのまま在留が
認められるなど敵国民間人に対する措置は比較的緩やかであった（3）。と
はいえ、第一次大戦期においても、大戦の進展とともに全体的には日本
政府の措置も「敵国人」に対する規制・取締の方向へ向かっていき（4）、
警察組織には外国人の取締を担当する外事課が設置されていった（5）。そ
うした中で、パリ連合国経済会議での決議に基づき、「対敵取引禁止令」
（1917年4月23日付勅令第41号）が公布された（5月14日施行）。本件の神
奈川県により作成・通知された「敵国人調査表」は、送付先が外務大臣
と農商務大臣の連名であることから伺えるように、この対敵取引禁止令
をふまえての措置と推察される。
さて、この「調査表」の記載事項は、県内に在留するドイツ人、オー
ストリア人、トルコ人各個人に関する「国籍」、「居住地」、「新旧職業」、
「戸主トノ続柄」、「姓名」、「年齢」、「備考」からなり、第一次大戦期末に
おける県内在留のドイツ人、オーストリア人、トルコ人各個人に関して、
その住所や職業、家族構成、さらにその他付随情報が判明する貴重な史
料と言える。そこに記載されている人物数は総計で313名、その国籍別内
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訳は、ドイツ人284名、オーストリア人22名、トルコ人5名（うちシリア
人2名）、不明2名、また横浜市内居住者と市外居住者はそれぞれ299名、
14名であり、その記載情報の大半が横浜在留ドイツ人に関するものであ
る。　
なお、本件の「調査表」と比べると個別の情報量はやや少ないが、類
似したデータとして、約1年前にあたる1917年5月16日と17日付の『横浜
貿易新報』紙上に、「禁商敵国人名」というリストが掲載されている。先
述の「対敵取引禁止令」の施行にともない掲載されたものと考えられる
が、同記事にも、県内の「敵国人」として取引禁止の対象とされた人名
に加え、その住所、職業、家族名が記載されている。そこで「調査表」
と『横浜貿易新報』掲載リストの記載内容を照合したところ、『横浜貿易
新報』のリスト記載者の約95％が「調査表」に記載され（逆に『横浜貿
易新報』リスト記載者は、「調査表」記載者の中の約85％を占める）、そ
の記載内容も大筋で一致していることが確認された。
２．在留ドイツ人等一覧リストの作成方法について
ところで、「調査表」の原書はガリ版刷りのもので、さらにその上に複
数の手により多くの追加記載や削除記載などがなされている。ただし、
その追加や修正がどの時点で誰によりなされたものなのかは判明せず、
重複記載あるいは記載ミスと疑われる内容も各所に見られる。原書の記
載順番は姓のアルファベット順に配置することを意図していたことが伺
えるが、追加記載等も含めた実際の記載序列は必ずしも一貫したものと
なっていない。また、原書の記載事項の設定とは異なる情報が記載され
ている箇所もある。
したがって、史料（「調査表」）の記載どおりに在留者の情報を示して
いくことは不適当と考え、以下に述べるような点検を施した上で整理・
作成した後掲の一覧表をもって、史料記載内容の情報提供を図ることと
した。
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すなわち、後掲一覧表作成に際しての整理作業の概要を示せば、以下
のとおりである。
①一覧表での記載に際しては、戸主の姓のアルファベット順、および
家族（世帯）単位で配列することを基準に、「調査表」の記載の順を
適宜変更した。そのため、一部で姓のアルファベットによる配置と
異なる人物もある。
②「調査表」において明らかに重複記載となっている人物情報につい
ては、一覧表ではひとつにまとめて記載した。
③一覧表の整理番号は、家族（世帯）構成がわかりやすいように、家族
（世帯）単位で付した。
④一覧表の「国籍」欄は、「調査表」の記述内容に従い、ドイツ、オー
ストリア、トルコ３国の国名のみの表記とした。
⑤「調査表」において訂正削除されている居住地情報も、当時の在留
者の動向を窺う情報となりうると考えられるため、一覧表の「居住
地」欄において【　】を付して記載した。また、県外や国外への移
動により、ある段階で「調査表」から削除の扱いとなったと考えら
れるものに関しても、情報提示の意味で一覧表に掲載した。
⑥姓名の表記は、一部ディレクトリ等との照合で明らかな誤りと確認
されたものの修正をおこなったほかは、原則として「調査表」の記
載に従った。
⑦「戸主との続柄」、「職業等」の欄は原則として「調査表」の記載に
従い、記載のない場合は空欄とした。　
⑧「年齢」欄は、「調査表」において数値で記載されているものはその
ままとし、生年月日等で示されている場合は1918年4月を基準に換算
した。なお、「調査表」に記載されている生年月日等は参考のため
「備考」欄に記載した。
⑨一覧表の「備考」欄は、「調査表」の当該欄に記載されている事項の
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ほか、他の項目に記載されている情報も参考のためここに転記した。
また、「調査表」において訂正削除されている情報についても、参考
のため【　】を付して記載した。
３．史料から伺える横浜在留ドイツ人社会の様子
ここで、本件史料（「調査表」）から得られる情報を統計的に整理して
いくことで、第一次大戦期末における横浜在留ドイツ人たちの様子を簡
単にみていくことにしたい。
その前提としてまず、『横浜市統計書』により、20世紀初頭からの横浜
在留ドイツ人数の動向を確認していくと、1901年の214名から13年には
481名へ増加するが、第一次大戦が勃発した14年に360名へ減少、その後
大戦末の18年には268人となっていた。こうした横浜在留ドイツ人の在留
欧米系外国人全体に占める比重は、1901年10%、13年12.6%、14年12.9%、
18年8.5%で、欧米系ではイギリス、アメリカに次ぐ第３の位置にあった。
また、市統計書に記載されている1918年の横浜在留オーストリア人は22
名、トルコ人4名となる。
さて、本件「調査表」に記載されている人物数は重複分を除き、140世
帯、総計313名、その内訳は、ドイツ人284名、オーストリア人22名、ト
ルコ人5名（うちシリア人2名）、不明2名であり、この中には、他所ヘの
移動で既に市内在住ではなくなっている者も含まれるので、『横浜市統計
書』に記載されている人数とほぼ一致すると言える。
次に居住地域別に整理すると、山手地区58世帯160人、山下地区20世帯
32人、その他横浜市内56世帯107人、そして横浜市外が6世帯14人となり、
この段階でも旧居留地地域の比重が大きいことがわかる。
男女別に関しては、男191名、女121名、不明1名となり、男性の比率は
約６割、これは当時の横浜在留欧米系外国人全体の様相とほぼ同じであ
る。
年齢構成についてみると、9歳までが75人（23.9％）、10～19歳48人
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（15.3％）、20～29歳33人（10.5％）、30～39歳68人（21.7％）、40～49歳46人
（14.7％）、50～59歳27人（8.6％）、60～69歳8人（2.6％）、そして70歳以上
が5人（1.6％）、不明3人で、平均年齢は27.7歳となる。ひとまず、子供の
年齢層の比重の大きさと成人での20歳代の比重の小ささが注目される。
また職業別では、ドイツ系のイリス商会、シモン・エバース商会、ア
ーレンス商会、ライマース商会といった商社関係者が86名と圧倒的な比
重を占め、次いで技術者10名、船長等船舶関係７名、教師６名と続く。
おわりに
以上、本件史料から得られる情報の簡単な統計的整理を試みたが、他
の統計データとの比較などを進め、さらにより詳細な分析を進めていく
必要がある。そしてなにより、冒頭で述べたようにこの史料の魅力は、
各種統計書からは伺うことのできない、当時の横浜在留ドイツ人個人あ
るいは家族の諸状況が伺えるところにある。
そうした点に関し、最後にいくつか事例を列挙しておこう。　
まず、夫が退去受命者となりながらも、妻と子供たち家族でなおも横
浜に居住している姿が確認される（No.38、50、121）。このうち、
Fokkes（38）とHeitmann（50）の夫はライマース商会員で、この2名を
含む同商会員4名は「軍需品ヲ買占メ本国ニ輸送セントシタ」との容疑で
1915年10月20日に退去命令が下り、同年10月28日に上海へ退去していた。
Steinwascher（121）も「帝国ノ機密ヲ本国ニ通信スル形跡アリ」として
1915年5月21日に退去命令が下り、同年6月14日米国へ退去している（6）。
また、戸主（夫や父親）が戦争により俘虜となった家族が九州や四国
などから移住し、横浜在住のドイツ人方に身を寄せていたり（6、45）、
同境遇の2人で同じ場所に居住しているもの（40、106）、あるいは日本人
親族のもとに身を寄せているもの（2、123）などの様子も見られる。
第二次大戦期ほどではないにせよ、第一次大戦の勃発により、横浜に
在留していたドイツ人たちがどのような状況に遭遇していたのか、第一
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次大戦が横浜のドイツ人社会にどのような影響を与えることになったの
か。英米に次ぐ欧米系第三の位置にあった在留ドイツ人たちの個人、家
族、さらにドイツ人社会の様相をひとつひとつ具体的に明らかにしてい
く作業が、横浜における外国人社会全体の実像をとらえていく上で重要
な前提作業となっていくであろう。本稿で紹介した以上のような個別情
報は、他の関係史料の発掘・分析も進め、それらから得られる情報もつ
きあわせることによって、より具体的で豊かな横浜ドイツ人社会像に導
いてくれるであろう。そうした分析を後日に期したい。
註
（１）横浜に関しては、池田雅夫「（資料）横浜の在留外国人概況−1870～1938−」（『経済と
貿易』169号、1995年）が、横浜在留外国人統計データの概要を紹介している。
（２）こうした観点から、中武香奈美「居留地制度撤廃時の横浜・長崎におけるフランス国
籍者調査記録」（横浜開港資料館紀要』第26号、2008年）が、フランスの領事報告など
に記載されたデータを紹介している。
（３）小宮まゆみ『敵国人抑留』（吉川弘文館、2009年）7頁。
（４）例えば、1916年8月9日付石井菊次郎外相から大隈重信首相宛の閣議請求文書では、「独
墺人ノ取締其ノ他対敵措置ヲ一層厳重ニスルコト極メテ緊要」とされていた（外務省
記録「日独戦争ノ際ニ於ケル独墺人処遇振関係一件」5.2.12.36）。
（５）神奈川県警察部では、外事担当課として1917年7月に高等警察第一課が設置され、翌18
年7月に外事課となった（神奈川県警察史編さん委員会編『神奈川県警察史』上、1970
年、784頁）。
（６） 『読売新聞』1915年10月23日、外務省記録「外国人退去処分関係雑件　独逸人ノ部」
4.2.6.21-4。
（付記）
本件リスト作成にあたっては、横浜開港資料館「横浜外国人社会研究会」
の協力を得た。
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